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 倉庫内業務の効率化について 

物流において倉庫内における商品の仕分けや保管、出荷などの業務は重要です。 

昨今の物流業界の人手不足や、ネット通販など EC需要の拡大に伴い、これら倉庫内業務効率化の 

重要性は一層高まっています。本稿では、効率化に向けた最新の取り組みや技術をご紹介します。 

 

１．＜はじめに＞倉庫内の作業について 

（１）倉庫内の主な作業は、「荷受⇒仕分け（分類）⇒保管⇒ピッキング（取り出し）⇒出荷」です。 

  「仕分け（分類）」と「ピッキング（取り出し）」の作業内容 

仕分け 保管する商品をカテゴリーや注文に応じて分類する作業 

ピッキング 保管された商品を取り出す作業 

（２）「仕分け」と「ピッキング」で行われる代表的な作業方式は以下の２つです。 

摘み取り方式 同じ商品を、同じ場所に保管。商品のアイテム数が出荷先よりも多い場合に有効。 

種まき方式 異なる商品を、出荷先別に保管。出荷先が商品アイテム数よりも多い場合に有効。 

 

上記以外の方法も多数あり、例えば「フリーロケーション」という方式では、空いているスペースに商品を 

随時保管します。仕分け作業が楽になり、かつ保管スペースを有効活用できる一方、ピッキングでは 

保管場所の把握等が負担となります。商品の入替や在庫変動が大きい通販、アパレル業等で採用され

ています。 

   

２．倉庫内作業を効率化する主な方法 

（１）作業員の教育・トレーニング 

作業員のスキルの高度化は、効率化における従来的な方法です。昨今は倉庫内作業の短期派遣が 

増えており、人材派遣会社が事前にフォークリフト免許の取得を支援するケースなどがあります。 

（２）効率化機器の導入 

こちらも従来から行われてきた方法です。ただし、下図のような大型かつ高価な設備や機械等を導入 

する必要があるため、一定の規模以上の会社が採用してきました。 

ソーター    （下記左） 商品をカテゴリーや注文に応じて分類、仕分ける装置 

パレタイザー （下記右） 箱詰め貨物をパレット上に積み上げる（パレタイジング）装置 
         

          （出典：経済産業省） 
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（３）近年に採用されている手法 

①スマートグラスの導入 

AR（Augmented Reality／拡張現実）を活用したメガネです。貨物の商品コード等を読み取り、保管す 

べき棚の番号や商品名等がスマートグラスを装着した作業員の視界に浮かび上がります。 

仕分け作業における保管場所確認の負担や作業ミスが軽減し、労働時間の短縮が図れます。 

前述（２）のソーターやパレタイザー等に比べ安価であり、導入しやすいメリットがあります。 

 ②IoT（Internet of Things／あらゆる「モノ」をインターネットに接続し情報のやりとりを行う技術）の活用 

以下のように、商品を保管する棚や商品タグ等に、それぞれセンサー、GPS等を装着し、倉庫内作業  

の効率化を図ります。 

活用事例 内容 効果 

自動商品追跡 GPSや RFIDタグ（ICチップ内蔵のタグ／
電波により IC チップ内の情報を識別・更
新）を使用し商品の位置を正確に追跡 

商品の紛失防止 
作業の効率化 

自動在庫管理 
（スマートシェル
フ） 

棚に重量センサーや RFID タグの読み取
り機器等を内蔵し、リアルタイムで在庫を
把握 

適切な在庫を 
維持 

環境モニタリング センサーが倉庫の温度や湿度を管理 商品の品質維持 
予測メンテナンス 機器故障を予測、メンテナンスを指示 作業停止を防止 

 

３．効率化のための政府の支援制度  

日本政府は以下のような制度により、物流企業の効率化と生産性の向上を支援しています。 

すでに 2023年度の募集は終了していますが、次年度以降も類似の支援制度が提供されることも考えら 

れます。 

 中小企業省力化投資補助事業 

（省力化投資補助金） 

物流効率化に向けた先進的な実証事業 

目的 中小企業等の省力化投資を支援するこ

とで、生産性向上と賃上げにつなげる。 

・物流への投資意欲を喚起する。 

・ラストワンマイル配送の実証も行う。 

概要 IoT、ロボット等の人手不足解消に効果が

ある汎用製品を「カタログ」に掲載。 

中小企業等の簡易で即効性がある省力

化投資を促進する。 

a.荷主企業の物流施設の自動化・機械化に

資するシステム導入等の費用を補助。 

b.自動配送ロボットの複数拠点・多数台運行

による大規模なサービス実証を行う。 
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※補助率は 1/2 

従業員数によって補助上限額あり 
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※補助率は以下のとおり 

a. 中堅企業 1/2、中小企業 2/3 

b. 大企業・中堅企業 1/2、中小企業 2/3 

管轄庁 経済産業省 経済産業省 

HP https://www.meti.go.jp/information/publi

coffer/kobo/2023/k231129001.html 

https://www.meti.go.jp/information/publicof

fer/kobo/2023/k231205001.html 

 

４．おわりに 

ご紹介した上記以外にも物流業界では、作業工程の工夫、効率化機器の活用など様々な取り組みが 

なされています。効率化は企業の業績向上だけではなく、働き方改革や人手不足の解決に寄与する 

重要な課題であり、政府ならびに各企業が協力して進めています。 
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